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はじめに  

 

 昨年の世界経済は、実質経済成長率がプラス３．０％の見通しであることが

国際通貨基金（ＩＭＦ）から発表された。これは、年初の予想プラス３．５％

から０．５％下方修正されたもので、２００８年のリーマンショック以降では

最低の水準となった。米中間の貿易摩擦の激化に加え、年末以降の新型コロナ

ウイルス感染拡大により、世界中で企業心理や景況感が冷え込んでおり、我が

国の経済社会にも大きな影響が表れている。  

世界経済への影響が大きい原油価格（ドバイ）は、昨年初めの５０ドル台か

ら上昇し４月には７０ドル台に達した。その後、１１月以降６０ドル台前半で

推移したが、年明け２月以降、新型コロナウイルス感染拡大の影響により急落

し、３月には２０ドル台前半まで落ち込んだ。今後の価格動向が注目される。 

昨年１２月に開催されたＣＯＰ２５（国連気候変動枠組条約第２５回締約国

会議）においては、パリ協定の実施に向けた詳細なルールの合意には至らなか

ったものの、各国に２０３０年までの温室効果ガス削減目標の引き上げを促す

決議が採択された世界的なＣＯ₂排出量削減に向けた動きは、一歩一歩進展し

つつある。  

一方で、石油は、世界のエネルギー需要の多くを占め、景気の拡大や経済成

長の維持には不可欠であるものの、新型コロナウイルス感染拡大が終息に至ら

ない中、世界経済の動向や原油価格の先行きには不透明感が増しており、世界

全体の石油需要も当面は減少することが予想されている。  

また、国内に目を転じれば、国内全体の石油需要は減少傾向にあり、調達に

係る地政学的リスクの大きさに加え、新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

る需要減少も予想されている。しかし、石油は一次エネルギー供給の４割程度

を占め、運輸・民生・電源等の幅広い燃料用途や化学製品等素材用途などで引

き続き需要が見込まれる。石油は高い可搬性、全国に整った供給網、豊富な備

蓄といった特徴を活かし、他の喪失電源を代替することができるため、今後と

も活用すべき重要なエネルギー源であることに変わりはない。  

今後とも、エネルギーの安定供給を確保していくためには、我が国石油産業

の国際競争力強化及び強靭化に向けた取組と同時に、石油の有効活用や高度利

用に向けた研究開発が必要不可欠である。  

 当センターは、これら諸課題を技術開発面から解決すべく、石油の高付加価

値化（ノーブルユース）や製油所の稼働信頼性の向上、輸送用燃料の多様化を

目指した生産性を向上させる技術開発やその安定供給・導入促進、的確な試験

や分析評価、タイムリーかつ効果的な情報収集や提供を行っている。  

 平成３１年度は「石油エネルギー資源分野における技術開発プラットフォー

ム」としての役割を果たすため、次の事業を推進した。  
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２０１９年度実施事業の概要  

 

Ⅰ．製造技術開発事業（公益目的支出計画における継続事業１）       

 

１．プロセス技術関連  

   製油所の国際競争力を強化するためにはコストの安い原油から高付加

価値の製品を生産すること（石油のノーブルユース）や精製設備の稼働を

長期間安定させること（稼働信頼性の向上）が必要となる。  

   このため、基盤的な技術開発（非在来型原油等の構造等の分析技術、重

質油処理プロセスの最適化技術）について、これまでのペトロリオミクス

技術開発の成果を活用し製油所での実用化、実証を目指した。  

   一方、石油精製における高付加価値化を実現するための技術開発で実用

化、実証の段階にあるテーマを広く公募、選定し、センターが行う基盤的

な技術開発と密接に連携して事業を進めた。 

 

２．信頼性向上関連  

    わが国の石油精製業にとって、計画外停止等による稼働率低下を回避す

ることは、国際競争力強化の観点から重要である。  

 一方でＩｏＴ（モノのデジタル化・ネットワーク化）の拡大等による

膨大なデータの収集とディープラーニング等の人工知能（ＡＩ）による

解析能力の向上はこれまで得られなかった知見を生み、これを実世界に

フィードバックすることで新たな価値が創造される。  

 そこで人の活動を補完するＩｏＴ技術やビッグデータ解析等の新技術

を活用することにより、プラント設備の信頼性を高めながら、効率的で

より柔軟なメンテナンスの実現を両立することを目指した。これら新技

術を開発し活用するためには、データの整備が必須で重要となる。そこ

で石油産業からの信頼性関連データを管理しつつ、データの活用を促進

し解析モデルの充実や高度化を図るためのシステムの検討を行った。  

 

３．水素エネルギー関連  

   「大量の水素製造・供給能力を有する製油所」の国際競争力を高めると

ともに「災害に強い、頑健な給油所等インフラ」を全国展開している石油

産業の強みを最大限に活かすため、水素利活用に関する技術開発事業を実

施した。  

   本事業では、水素利用の飛躍的拡大に向け、超高圧水素技術を活用した

低コスト水素供給インフラ構築に向けた研究を実施し、ステーション整

備・運営コストの低減につながる規制の見直しや技術基準制定を行った。 
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４．プラスチック有効利用技術関連  

世界的に大きな問題となっている廃プラスチックを、石油精製プロセ

スを利用して大規模に資源循環するための新規技術開発事業を実施した。 

本事業では、汚染や異種プラスチック混合のため、マテリアルリサイ

クルに適さない廃プラスチック(ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリス

チレン等)を対象に、基礎化学品(オレフィン、ＢＴＸ等)に転換できる革

新的なケミカルリサイクルプロセスを構築するために必要な要素技術を

開発した。 

 

 

Ⅱ．燃料利用技術事業（同継続事業２）      

 

１．自動車燃料及び船舶燃料関連  

次世代の自動車燃料分野における技術課題の解決及び、船舶燃料の低

硫黄化に対応した燃料利用技術研究「Ｊ－ＭＡＰ」(Japan Marine and Auto 

Petroleum program)を実施した。 

（１）将来のディーゼル燃料品質に関する研究として、分解軽油を混合した軽

油について、ＪＡＴＯＰⅢで明らかになった課題への対策を検討した。 

（２）将来のガソリン燃料品質に関する研究についても、ＪＡＴＯＰⅢで明ら

かになった課題への対策を検討した。 

（３）将来エンジン燃焼技術の一つである「超希薄燃焼」に対する燃料性状影

響に関する技術的知見を得た。 

（４）ＩＭＯ規制に対応した船舶燃料品質に関する研究として、低硫黄化に伴

う船舶燃料の性状変化が船舶エンジンの燃焼性能に及ぼす影響を確認し

た。 

 

２．カーボンリサイクル液体燃料関連  

ＣＯ２有効利用技術の一つであるカーボンリサイクル液体燃料技術に

ついて、新たなシーズ技術の調査を開始した。 

（１）既存の液体化石燃料の代替品となり得るＣＯ２を原料とする液体燃料製

造に関し、取り組むべき技術課題等を明らかにするため、技術開発シーズ

発掘のための調査を開始した。 

 

（参考）石油基盤技術研究所における研究開発  

   製造技術開発として従来から取り組んできたペトロリオミクス技術を

利活用したプロセス技術関連の研究開発を継続したとともに、燃料利用技

術開発として自動車燃料関連の研究開発を継続した。  
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Ⅲ．情報収集調査事業（同継続事業３）      

 

１．情報収集提供関連  

（１）インターネットや文献検索など、公開情報の収集を通して、海外主要国

（欧州、米国、中国他）における石油技術、石油政策、需給動向及び、環

境・安全情報を収集し、得られた情報は、ホームページ等を通して幅広く

一般への活用・普及を実施した。 

（２）海外（欧州、米国、中国他）との国際会議を開催し、石油に関する政策・

技術開発動向の情報収集や、海外事務所を通しての石油に関する現地情報

や各種調査を行い、得られた情報は、ＪＰＥＣフォーラム、機関誌（ＪＰ

ＥＣ  Ｎｅｗｓ）や研究会等を開催し、賛助会員との情報交換を通して事

業推進にフィードバックを実施した。  

 

２．石油動向調査関連  

（１）２０２０年からパリ協定の適用が始まるなど、持続可能社会に向けた社

会的な関心やＥＳＧ投資への機運が高まっていている。  

   そのような中、国内石油産業の低炭素社会への適応と、低炭素社会の中

で国際競争力を維持・向上させるための政策立案に役立てることを目的に、

ＩＭＯ（国際海事機関）船舶燃料油規制、ＧＨＧ排出量削減策、次世代液

体燃料など、国際市場に流通する石油製品に係る環境規制動向や品質規格

策定動向等の調査分析を行った。 

（２）国内の石油需要減少等の厳しい経営環境にある中、国内供給インフラを

経済合理的かつ効率的に維持していくためには、我が国の石油産業は国際

競争力を高め、経営基盤を強化していかなければならない。 

海外においては、石油製品の石化シフトにかかわる新規技術を用いた

石油精製プロセスの開発や、ＡＩを活用した最適化制御技術、センサー

を用いたプラントの保安等の技術開発動向等が進んでいる。  

   同調査では、これらについての導入可能性や国内製油所が直面する課題

の把握を通して、国の石油・エネルギー政策に資するとともに、石油産業

の経営・事業戦略策定の基礎となる調査を行った。 

（３）ハイブリッド車や電気自動車の普及等による燃料需要の変化及び分解系

燃料基材の利用増加等を見据えて、エネルギーの有効利用と大気環境のバ

ランスの観点から、ガソリン及び軽油の各燃料性状とＰＭ及びＰＮとの関

係を調査した。また、今後の自動車用燃料のあり方について検討を行う上

での基礎資料とすることを目的として調査を実施した。  
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Ⅳ．一般研究他（同その他の主要な事業） 

   当センターの製造技術開発事業に関する一般研究事業やその他受託事

業等を行った。  

 

 

Ⅴ．総務関連事項 

   事業の適正な執行の確保のための取り組みを実施した。また、財務体質

の強化を図るため、本部事務所の面積を３分の１程度削減するための工事

を行った。  
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Ⅰ．製造技術開発事業（公益目的支出計画における継続事業１） 

  石 油 の 安 定 的 な 供 給 を 確 保 す る た め 、 重 質 油 等 を 効 率 的 に 分 解 し て

白 油 や 付 加 価 値 の 高 い 石 油 化 学 原 料 等 を 製 造 す る 石 油 精 製 技 術 開 発 事

業 を 引 き 続 き 実 施 し た 。 具 体 的 に は 、 石 油 精 製 プ ロ セ ス の 高 付 加 価 値

化 を 実 現 す る た め の 技 術 開 発 を 実 施 し た 。 こ の 中 で は 重 質 油 研 究 開 発

基 盤 に 関 わ る 新 規 技 術 と し て ２ ０ １ ０ 年 度 か ら 開 発 を 始 め た ペ ト ロ リ

オ ミ ク ス 技 術 を 利 活 用 す る も の も 含 ま れ て い る 。 ま た 、 製 油 所 の 信 頼

性 向 上 に 資 す る 技 術 開 発 や 、 重 要 な ユ ー テ ィ リ テ ィ の 一 つ で あ る 水 素

の 利 活 用 に 関 す る 技 術 開 発 事 業 を 実 施 し た 。  

 

１．  プロセス技術関連  

 

（ １ ）  高 効 率 な 石油 精 製技 術 の 基 礎と な る石 油 の 構 造分 析・反応 解 析

等 に 係 る 研究 開 発委 託 費  

（ 委 託 事 業 、 ２ ０ １ ６ 年 度 ～ ２ ０ ２ ０ 年 度 ）  

  省 エ ネ の 進 展 等 に よ る 国 内 石 油 需 要 の 減 少 、 ア ジ ア 新 興 国 に お け る

大 型 ・ 輸 出 型 製 油 所 の 台 頭 に よ る 国 際 競 争 の 激 化 な ど 、 我 が 国 石 油 精

製 業 を 取 り 巻 く 環 境 が 厳 し く な っ て い る 。  

こ う し た 中 、 製 油 所 の 国 際 競 争 力 を 強 化 す る た め に は 、 コ ス ト の 安

い 原 油 か ら 高 付 加 価 値 の 製 品 を 生 産 す る こ と（ 石 油 の ノ ー ブ ル ユ ー ス ）

や 精 製 設 備 の 稼 働 を 長 期 間 安 定 さ せ る こ と （ 稼 働 信 頼 性 の 向 上 ） が 重

要 と な る 。  

こ の た め 、「 石 油 の ノ ー ブ ル ユ ー ス 」 や 「 稼 働 信 頼 性 の 向 上 」 に 資 す

る 以 下 の ４ つ の 技 術 開 発 を 行 っ た 。 な お 、 ① ～ ③ は ２ ０ １ １ 年 度 か ら

２ ０ １ ５ 年 度 に 実 施 し た ペ ト ロ リ オ ミ ク ス 事 業 を 継 承 し 、 製 油 所 で の

実 用 を 視 野 に 入 れ た 技 術 開 発 で あ る 。  

 

①  今 後 我 が 国 で は 、原 油 輸 入 先 の 多 様 化 に よ る リ ス ク 分 散 お よ び 割 安

原 油 購 入 に よ る 原 油 コ ス ト 削 減 を 目 指 す 必 要 が あ る 。２ ０ １ ９ 年 度

は 、今 後 製 油 所 で 処 理 す る 可 能 性 の あ る 非 在 来 型 超 重 質 原 油 な ら び

に 未 利 用 の 在 来 型 重 質 原 油 の 成 分 分 析 お よ び 反 応 性 評 価 を 進 め て

処 理 時 の 問 題 点 を 抽 出 す る と 共 に 、一 般 的 な 処 理 原 油 と の 混 合 特 性

評 価 技 術 開 発 を 行 っ た 。  

 

②  国 内 製 油 所 の 重 質 油 処 理 に お い て 中 心 的 な 役 割 を 担 っ て い る Ｒ Ｄ

Ｓ（ 重 油 直 接 脱 硫 装 置 ）お よ び そ の 下 流 に 位 置 す る Ｒ Ｆ Ｃ Ｃ（ 残 油



 

2 

 

接 触 分 解 装 置 ）は 、製 油 所 の 国 際 競 争 力 を 左 右 す る 基 幹 装 置 で あ る 。

２ ０ １ ９ 年 度 は 両 装 置 の 成 分 レ ベ ル で の 収 率 予 測 モ デ ル を 相 関 づ

け て 開 発 す る と 共 に 、Ｒ Ｄ Ｓ 反 応 器 内 の 運 転 障 害 を 引 き 起 こ す 偏 流

の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 技 術 開 発 等 を 行 っ た 。  

 

③  原 油 あ る い は 残 渣 油 に 含 ま れ る ア ス フ ァ ル テ ン は 凝 集 し や す く 、装

置 内 部 の 汚 れ 、詰 ま り を 引 き 起 こ す ほ か 、反 応 器 内 の 触 媒 活 性 の 低

下 を 早 め る 。２ ０ １ ９ 年 度 は ア ス フ ァ ル テ ン の 凝 集 機 構 の 解 析 を 進

め る と 共 に 、減 圧 残 油 水 素 化 分 解 装 置 で の セ ジ メ ン ト 予 測 や 溶 剤 抽

出 プ ロ セ ス で の 抽 出 成 分 予 測 技 術 の 開 発 を 行 っ た 。  

 

④  石 油 精 製 技 術 の 開 発 は 、大 学 、団 体 お よ び 企 業 の 研 究 者 に 負 う と こ

ろ が 大 き い 。特 に 将 来 を 担 う 若 手 研 究 者 は リ ソ ー ス が 充 分 揃 っ て お

ら ず 、研 究 の 推 進 に 障 害 を き た す こ と が あ る 。石 油 精 製 分 野 に お け

る 革 新 的 な 技 術 開 発 の シ ー ズ 発 掘 の 支 援 に 取 り 組 み 、昨 年 度 は 第 １

期 ３ カ 年 計 画 の テ ー マ ３ 件 を 満 期 終 了 し 、第 ２ 期 ２ カ 年 計 画 の テ ー

マ ５ 件 を 新 た に 開 始 し た 。  

 

（ ２ ） 高 効率 な 石油 精 製 技 術に 係 る研 究 開 発 支援 事 業費 補 助 金  

（ 補 助 事 業 、 ２ ０ １ ６ 年 度 ～ ２ ０ ２ ０ 年 度 ）  

  石 油 精 製 に お け る 高 付 加 価 値 化 を 実 現 す る た め の 技 術 開 発 で 実 用 化 、

実 証 の 段 階 に あ る テ ー マ を 広 く 募 集 し 、 そ の 中 で 有 望 な テ ー マ を ３ 件

選 定 し た 。 実 際 の 技 術 開 発 は 選 定 さ れ た 事 業 者 が 行 っ た が 、 円 滑 に 開

発 事 業 が 進 む よ う 補 助 ・ 管 理 を 行 い 、 将 来 的 に 我 が 国 製 油 所 に お け る

新 技 術 の 導 入 を 目 指 し た 。  

さ ら に 、 選 定 さ れ た ３ テ ー マ は 上 述 の （ １ ） ① ～ ③ 項 の 技 術 開 発 を

適 用 で き 連 携 を 密 に し て 技 術 開 発 を 進 め 、 複 数 の テ ー マ 間 で の シ ナ ジ

ー 効 果 が 上 が る よ う に 包 括 的 に 管 理 し た 。  

 

２．信頼性向上関連  

（ １ ） 保 全（ 解 析モ デ ル ） プラ ッ トフ ォ ー ム の構 築  

保 全 （ メ ン テ ナ ン ス ） 分 野 に お い て は 、 腐 食 等 の 解 析 モ デ ル 開 発 が

進 み 、 実 用 化 に 向 け て の 取 り 組 み が 始 ま っ て い る が 、 解 析 の た め の デ

ー タ 収 集 や 標 準 化 （ ク レ ン ジ ン グ ） が 個 別 対 応 等 、 シ ス テ ム 化 が 未 達

で あ り 、 利 用 促 進 面 で 停 滞 が 懸 念 さ れ て い る 。  

当 初 は Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ 事 業 （ Connected Industries 推 進 の た め の 協 調 領 域
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デ ー タ 共 有 ・ Ａ Ｉ シ ス テ ム 開 発 促 進 事 業 ） に て 、 Ａ Ｉ 、 Ｉ ｏ Ｔ 、 ビ ッ

グ デ ー タ 等 を 用 い た 高 度 解 析 モ デ ル を 有 す る 会 社 と の コ ン ソ ー シ ア ム

を 形 成 し 、 石 油 産 業 の デ ー タ を 管 理 し つ つ 、 デ ー タ の 活 用 を 促 進 し 解

析 モ デ ル の 充 実 や 高 度 化 を 図 る 方 向 で 取 り 進 め た が 、 Ａ Ｉ 領 域 に お け

る 技 術 的 能 力 ／ 先 進 性 ・ 企 業 化 評 価 な ど が 低 く 評 価 さ れ た た め 不 採 用

と な っ た 。  

本 年 度 は 、 Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ 事 業 で 実 施 予 定 で あ っ た 「 保 全 （ 解 析 モ デ ル ）

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 構 築 」 に 向 け て 、 当 セ ン タ ー 独 自 の 施 策 と し て 、

解 析 モ デ ル 開 発 会 社 等 ５ 社 を メ ン バ ー と す る 「 Ｐ Ｆ 運 用 モ デ ル 策 定 Ｗ

Ｇ 」 を 設 置 し 、 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 実 用 化 に 向 け た 検 討 を 行 っ た 。  

 

３．水素エネルギー関連  

  石 油 産 業 は 、 燃 料 の 高 品 質 化 に 対 応 す る た め に 大 量 の 水 素 製 造 能 力

を 製 油 所 に 有 し て い る 。 ま た 、 自 動 車 用 燃 料 の 供 給 に お い て は 、 災 害

に 強 い ガ ソ リ ン ス タ ン ド と 、 そ れ を 繋 ぐ 流 通 イ ン フ ラ を 全 国 に 配 備 し

て い る 。 こ れ ら 石 油 産 業 の 設 備 や イ ン フ ラ 等 を 活 用 し 、 我 が 国 の エ ネ

ル ギ ー 政 策 で 掲 げ る 石 油 エ ネ ル ギ ー の 有 効 利 用 や 運 輸 用 燃 料 の 多 様 化 、

世 界 に 先 駆 け た 水 素 エ ネ ル ギ ー の 生 産 か ら 利 用 ま で の 水 素 社 会 の 実 現

の た め 、 超 高 圧 水 素 技 術 を 活 用 し た 低 コ ス ト 水 素 供 給 イ ン フ ラ 構 築 に

向 け た 研 究 を 実 施 し 、 ス テ ー シ ョ ン 整 備 ・ 運 営 コ ス ト の 低 減 に つ な が

る 規 制 の 見 直 し や 技 術 基 準 制 定 に 向 け た 検 討 を 行 っ て い る 。  

 

（ １ ）  超 高 圧 水 素イ ン フラ 本 格 普 及技 術 研究 開 発 事 業  

（ Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ 、 ２ ０ １ ８ 年 度 ～ ２ ０ ２ ２ 年 度 ）  

 政 府 が ２ ０ １ ７ 年 １ ２ 月 に 発 表 し た 水 素 基 本 戦 略 に 示 さ れ た 、「 世 界

に 先 駆 け て 水 素 社 会 を 実 現 す る た め の ２ ０ ３ ０ 年 ま で の 行 動 計 画 」 に

対 応 し た 研 究 開 発 の 推 進 は 必 要 不 可 欠 で あ る 。 当 セ ン タ ー が こ れ ま で

に 実 施 し た Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ  「 水 素 利 用 技 術 研 究 開 発 事 業（ ２ ０ １ ３ ～ ２ ０ １

７ 年 度 ）」等 で の 研 究 開 発 実 績 を 踏 ま え 、２ ０ １ ８ 年 度 か ら の Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ

「 超 高 圧 水 素 イ ン フ ラ 本 格 普 及 技 術 研 究 開 発 事 業 （ ２ ０ １ ８ ～ ２ ０ ２

２ 年 度 ）」 を 受 託 し 、 以 下 の テ ー マ に つ い て 、 検 討 を 実 施 し て い る 。  

 

①  「 本 格 普 及 期 に 向 け た 水 素 ス テ ー シ ョ ン の 安 全 性 に 関 わ る 研 究

開 発 」  

 

本 テ ー マ で は 、 遠 隔 監 視 に よ る 無 人 運 転 を 実 施 す る た め の 研 究
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開 発 、 リ ス ク ア セ ス メ ン ト の 再 実 施 に 基 づ く 設 備 構 成 に 関 す る

研 究 開 発 、 ま た 、 ２ ０ １ ９ 年 下 期 か ら 、 保 安 監 督 者 が 複 数 の 水

素 ス テ ー シ ョ ン を 兼 任 す る た め の 研 究 開 発 が 追 加 と な り 、 計 ３

件 の 研 究 を 実 施 し て い る 。 一 件 目 で は 、 無 人 水 素 ス テ ー シ ョ ン

実 現 に 向 け た 法 的 ・ 技 術 的 課 題 を 抽 出 し 、 そ の 対 策 を 立 案 、 技

術 基 準 を 制 定 す る 。 二 件 目 で は 、 数 を 増 や し て い る 多 様 な 商 用

水 素 ス テ ー シ ョ ン を 踏 ま え た 水 素 ス テ ー シ ョ ン モ デ ル に 対 し 、

研 究 の 進 歩 に よ り 定 量 性 と 汎 用 性 が 高 め ら れ た リ ス ク ア セ ス メ

ン ト 手 法 を 適 用 し た リ ス ク 評 価 を 再 実 施 し 、 ス テ ー シ ョ ン 設 備

や 安 全 対 策 を 見 直 す 。 そ の 結 果 を 基 に 、 技 術 基 準 を 制 定 す る 。

三 件 目 で は 、 保 安 監 督 者 が 複 数 の 水 素 ス テ ー シ ョ ン を 兼 任 す る

た め の 要 件 を 抽 出 し 、 技 術 基 準 を 制 定 す る 。  

 

②  「 新 た な 水 素 特 性 判 断 基 準 の 導 入 に 関 す る 研 究 開 発 」  

 

こ れ ま で 水 素 ス テ ー シ ョ ン で 安 全 に 使 用 で き る 金 属 材 料 と し  

て は 、 水 素 環 境 中 で の 絞 り が 大 気 中 の 絞 り に 対 し て 規 格 以 上 で

あ る こ と を 判 断 基 準 と し て き た 。 そ の た め 、 SUS3 16 系 で は 高

N i 当 量 の 材 料 が 使 用 さ れ て き た 。本 テ ー マ で は 、安 全 を 確 保 し

つ つ 、 市 中 に 流 通 す る 汎 用 ス テ ン レ ス 材 を 使 え る よ う 、 新 た な

水 素 特 性 判 断 基 準 の 導 入 に 関 す る 研 究 開 発 を 実 施 し て い る 。 更

に 、蓄 圧 器 を 想 定 し た 低 合 金 鋼 技 術 文 書（ JPE C  TD-0003）を 、

圧 縮 機 ま で 拡 張 す る 検 討 を 実 施 し て い る 。  

 

③  「 複 合 圧 力 容 器 の 評 価 手 法 確 立 ・ 技 術 基 準 整 備 に 関 す る 技 術

開 発 」  

 

こ れ ま で の 研 究 で 、水 素 ス テ ー シ ョ ン 用 複 合 圧 力 容 器 の 認 可 を

取 得 す る た め の 圧 力 サ イ ク ル 試 験 に つ い て は 、実 際 に 使 用 さ れ

る 圧 力 範 囲 で の 試 験 で 実 施 で き る よ う に し て き た 。本 テ ー マ で

は 、タ イ プ ３ 複 合 圧 力 容 器 の コ ス ト 低 減 に 向 け た 複 合 圧 力 容 器

評 価 方 法 の 簡 素 化 と 累 積 損 傷 則 適 用 に よ る 使 用 寿 命 延 長 に 関

す る 研 究 開 発 を 実 施 し て い る 。更 に 、タ イ プ ２ 複 合 圧 力 容 器 の

技 術 文 書 を 制 定 す る 。  
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４．プラスチック有効利用技術関連  

世 界 的 に 大 き な 問 題 と な っ て い る 廃 プ ラ ス チ ッ ク を 、 石 油 精 製 プ ロ

セ ス を 利 用 し て 大 規 模 に 資 源 循 環 す る た め の 新 規 技 術 開 発 事 業 を 実 施

し て い る 。  

本 事 業 は 、 汚 染 や 異 種 プ ラ ス チ ッ ク 混 合 の た め 、 マ テ リ ア ル リ サ イ

ク ル に 適 さ な い 廃 プ ラ ス チ ッ ク （ ポ リ エ チ レ ン 、 ポ リ プ ロ ピ レ ン 、 ポ

リ ス チ レ ン 等 ） を 対 象 に 、 基 礎 化 学 品 （ オ レ フ ィ ン 、 Ｂ Ｔ Ｘ 等 ） に 転

換 で き る 革 新 的 な ケ ミ カ ル リ サ イ ク ル プ ロ セ ス を 構 築 す る た め に 必 要

な 要 素 技 術 を 開 発 す る こ と を 目 的 と す る 。  

 

（ １ ）  廃 プ ラ ス チッ ク の化 学 原 料 化再 生 プロ セ ス 開 発  

  （ Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ 先 導 研 究 、委 託 事 業 、２ ０ １ ９ 年 ７ 月 ～ ２ ０ ２ １ 年 ７ 月 ） 

２ ０ １ ９ 年 度 か ら ２ ヵ 年 の 予 定 で 先 導 研 究 プ ロ グ ラ ム を 開 始 し 、「 ①

廃 プ ラ ス チ ッ ク と 原 油 蒸 留 残 渣 油 の 共 熱 分 解 技 術 の 開 発 」 、 「 ② 共 熱

分 解 促 進 に 向 け た 前 処 理 触 媒 の 開 発 」 、 「 ③ 廃 プ ラ ス チ ッ ク か ら 基 礎

化 学 品 を 生 成 す る 触 媒 分 解 プ ロ セ ス 技 術 の 開 発 」の ３ テ ー マ を 進 め た 。

Ｊ Ｐ Ｅ Ｃ は ペ ト ロ リ オ ミ ク ス 技 術 に よ る 反 応 生 成 物 の 分 析 と 反 応 解 析

を 担 っ た 。 ２ ０ ２ ０ 年 ６ 月 に 中 間 審 査 を 行 い 、 ２ 年 目 に 向 か う 。  
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Ⅱ．燃料利用技術事業（同継続事業２）  

  将 来 の 需 要 構 造 変 化 及 び 地 球 温 暖 化 対 策 等 の 環 境 保 全 に 対 す る 社 会

的 要 請 を 踏 ま え 、 次 世 代 の 自 動 車 及 び 燃 料 分 野 に お け る 技 術 や 、 将 来

の 燃 料 の 利 用 に 係 る 技 術 に つ い て 、 総 合 的 に 研 究 開 発 を 実 施 し た 。  

 

１．自動車燃料及び船舶燃料関連  

  「 Ｊ Ａ Ｔ Ｏ Ｐ Ⅲ 」 (Jap an  A u to -Oi l  P rogramⅢ )の 後 継 と し て 、 ２ ０  

１ ８ 年 度 ～ ２ ０ １ ９ 年 度 の ２ 年 計 画 で 、 次 世 代 の 自 動 車 燃 料 分 野 に お  

け る 技 術 課 題 の 解 決 及 び 、 船 舶 燃 料 の 低 硫 黄 化 に 対 応 し た 燃 料 利 用  

技 術 研 究 「 Ｊ － Ｍ Ａ Ｐ 」 (Japan Marine and Auto Petroleum program)  

を 実 施 し た 。  

 

（ １ ） 分 解軽 油 の利 用 に よ る自 動 車等 へ の 影 響分 析 ・評 価 事 業  

（ 補 助 事 業 、 ２ ０ １ ８ 年 度 ～ ２ ０ １ ９ 年 度 ）  

 

①  将 来 の デ ィ ー ゼ ル 燃 料 品 質 に 関 す る 研 究  

 

将 来 、 自 動 車 に 不 具 合 が 生 じ な い こ と を 前 提 に し た 更 な る 分 解 系

軽 油 基 材 の 活 用 増 に 資 す る た め 、 Ｊ Ａ Ｔ Ｏ Ｐ Ⅲ で 明 ら か に な っ た

対 策 燃 料 実 用 化 へ の 課 題 に つ い て 、 燃 料 側 の 対 策 の 可 能 性 を 明 ら

か に し た 。  

具 体 的 に は 、 分 解 系 基 材 配 合 量 、 軽 質 化 度 合 、 セ タ ン 価 向 上 剤 添

加 量 等 の 最 適 化 に よ り 、 Ｄ Ｐ Ｆ 負 荷 低 減 と Ｎ Ｏ ｘ 排 出 量 低 減 の 両

立 を 目 指 し た 。  

２ ０ １ ９ 年 度 は 、 ５ 種 類 の 燃 料 を 用 い 、 排 出 ガ ス 試 験 （ ２ 車 種 １

エ ン ジ ン ）及 び Ｄ Ｐ Ｆ 負 荷 試 験（ ２ 車 種 ２ エ ン ジ ン ）を 実 施 し た 。  

 

②  将 来 の ガ ソ リ ン 燃 料 品 質 に 関 す る 研 究  

 

   分 解 ガ ソ リ ン を 利 用 し た 燃 料 に つ い て 、 自 動 車 に 不 具 合 が 生 じ な

い こ と を 前 提 と し た 市 場 へ の 導 入 拡 大 に 資 す る 技 術 的 知 見 を 得

る 。 特 に 、 Ｊ Ａ Ｔ Ｏ Ｐ Ⅲ で 明 ら か に な っ た 課 題 に つ い て 、 対 策 の

可 能 性 を 明 ら か に し た 。  

具 体 的 に は 、 分 解 ガ ソ リ ン の 利 用 拡 大 時 に 、 重 質 ア ロ マ 分 が 増 え

る 場 合 に 懸 念 さ れ る 自 動 車 の Ｐ Ｎ 排 出 に つ い て 、 種 々 の 車 両 技 術

に 対 す る 燃 料 組 成 に よ る 改 善 効 果 を 把 握 し た 。 ま た 、 オ レ フ ィ ン
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分 、 重 質 ア ロ マ 分 が 増 え る 場 合 に 着 目 さ れ る 吸 気 デ ポ ジ ッ ト へ の

影 響 等 を 把 握 し た 。  

   ２ ０ １ ９ 年 度 は 、 ３ 車 種 １ ４ 燃 料 の 排 出 ガ ス 試 験 お よ び １ エ ン ジ

ン ３ 燃 料 の デ ポ ジ ッ ト 試 験 を 実 施 し た 。  

 

③  将 来 燃 焼 研 究  

 

将 来 、 エ ン ジ ン の 燃 焼 技 術 が 現 状 か ら 変 化 す る と 、 燃 料 性 状 の 影

響 が 異 な る 可 能 性 が 考 え ら れ る 。 そ こ で 、 分 解 系 ガ ソ リ ン 留 分 の

将 来 に 渡 っ て の 利 用 可 能 性 の 把 握 に 資 す る た め 、 将 来 エ ン ジ ン 燃

焼 技 術 の 一 つ で あ る 「 超 希 薄 燃 焼 」 に 対 す る 燃 料 性 状 影 響 に 関 す

る 技 術 的 知 見 を 得 る 。  

具 体 的 に は 分 解 ガ ソ リ ン の 利 用 拡 大 に よ っ て 変 化 す る オ レ フ ィ

ン 、 ア ロ マ と い っ た 燃 料 組 成 が 、「 超 希 薄 燃 焼 」 の 各 種 性 能 に 及

ぼ す 影 響 を 評 価 す る 。  

２ ０ １ ９ 年 度 は 希 薄 燃 焼 で 運 転 可 能 な 単 気 筒 エ ン ジ ン を 使 用 し

５ 燃 料 の 外 注 試 験 を 実 施 し た 。  

 

④  船 舶 燃 料 研 究  

 

   Ｉ Ｍ Ｏ 規 制 に 対 応 し た 船 舶 燃 料 品 質 に 関 す る 研 究 と し て 、 低 硫 黄

化 に 伴 う 着 火 性 、 動 粘 度 等 の 船 舶 燃 料 の 性 状 変 化 が 船 舶 エ ン ジ ン

の 燃 焼 性 等 に 及 ぼ す 影 響 を 確 認 し た 。  

ま た 、 現 行 Ｃ 重 油 と 低 硫 黄 燃 料 油 を 用 い た 実 船 で の 燃 焼 性 評 価 を

実 施 し た 。  

２ ０ １ ９ 年 度 は 、 ２ ス ト ロ ー ク エ ン ジ ン を 用 い た ３ 種 類 の 試 験 燃

料 の 燃 焼 試 験 と 、１ ２ 隻 の 内 航 船 舶 を 用 い た 現 行 Ｃ 重 油（ Ｈ Ｓ Ｃ）

と 低 硫 黄 燃 料 油 の 燃 焼 性 評 価 を 行 っ た 。  

 

２．カーボンリサイクル液体燃料関連  

気 象 変 動 問 題 の 解 決 へ の 貢 献 、 及 び 新 た な 資 源 の 安 定 的 な 確 保 と い

う 、 ２ つ の 課 題 解 決 を 両 立 さ せ る 技 術 と し て 期 待 さ れ て い る カ ー ボ ン

リ サ イ ク ル 液 体 燃 料 技 術 に つ い て 、 取 り 組 む べ き 技 術 課 題 等 を 明 ら か

に す る た め 、 国 内 外 の 技 術 開 発 動 向 の 調 査 を 開 始 し た 。  
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（ １ ） 技 術開 発 シー ズ 発 掘 のた め の調 査  

（ Ｎ Ｅ Ｄ Ｏ 、 ２ ０ ２ ０ 年 ３ 月 ～ ８ 月 ）  

①  昨 今 の 国 内 外 の 動 向 を 反 映 さ せ た 技 術 開 発 の た め の 基 礎 調 査 と し

て 、既 存 の 液 体 化 石 燃 料（ ガ ソ リ ン 、軽 油 、ジ ェ ッ ト 燃 料 等 ）の 代

替 品 と な り 得 る Ｃ Ｏ ２ を 原 料 と す る カ ー ボ ン リ サ イ ク ル 液 体 燃 料

製 造 に 関 す る 新 た な シ ー ズ 技 術 の 調 査 を 開 始 し た 。  

 

②  本 技 術 を 用 い た 合 成 液 体 燃 料 の 一 貫 製 造 プ ロ セ ス の 分 析・評 価（ エ

ネ ル ギ ー 効 率 、 Ｃ Ｏ ２ 収 支 及 び 経 済 性 の 検 証 等 ） を 開 始 し た 。  

 

（参考）石油基盤技術研究所における研究開発   

  製 造 技 術 開 発 と し て 従 来 か ら 取 り 組 ん で き た ペ ト ロ リ オ ミ ク ス 技 術

を 利 活 用 し た プ ロ セ ス 技 術 関 連 の 研 究 開 発 を 継 続 し た と と も に 、 燃 料

利 用 技 術 開 発 と し て 自 動 車 燃 料 関 連 の 研 究 開 発 を 継 続 し た 。  

 

 

１．製造技術開発関連  

 ２ ０ １ ９ 年 度 実 施 し た 主 な 研 究 内 容 は 、 以 下 の と お り 。  

（１）プ ロセ ス技 術関連  

①  高 効 率 な 石 油 精 製 技 術 の 基 礎 と な る 石 油 の 構 造 分 析・反 応 解 析 等に

係 る 研 究 開 発 （ ペ ト ロ リ オ ミ ク ス 技 術 の 利 活 用 ）  

  （ 前 述 の Ⅰ ． 製 造 技 術 開 発 事 業 の １ ． プ ロ セ ス 技 術 関 連 （ １ ） ① ～

③ お よ び （ ２ ） 項 の 再 掲 ）  

 

２．燃料利用技術関連  

 ２ ０ １ ９ 年 度 実 施 し た 主 な 研 究 内 容 は 、 以 下 の と お り 。  

（１）自 動車 燃料 関連  

①  将 来 の デ ィ ー ゼ ル 燃 料 品 質 に 関 す る 研 究  

②  将 来 の ガ ソ リ ン 燃 料 品 質 に 関 す る 研 究  

③  将 来 燃 焼 研 究  

 （ 前 述 の Ⅱ ． 燃 料 利 用 技 術 事 業 の １ ． 自 動 車 燃 料 及 び 船 舶 燃 料 関 連

（ １ ） ① ～ ③ 項 の 再 掲 ）  
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Ⅲ．情報収集調査事業（同継続事業３）  

（ 燃 料 安 定 供 給 対 策 に 関 す る 調 査 事 業 （ 委 託 事 業 、 ２ ０ １ ９ 年 度 ））  

 石 油 エ ネ ル ギ ー に 係 る 国 の 政 策 、 関 連 産 業 に お け る 経 営 ・ 技 術 戦 略

策 定 に 資 す る こ と を 目 的 と し て 、 国 内 外 の 石 油 エ ネ ル ギ ー 関 連 情 報 を

収 集 し 提 供 し た 。   

具 体 的 に は 、 環 境 関 連 規 制 に 関 す る 動 向 調 査 、 我 が 国 の 製 油 所 競 争

力 強 化 に 向 け た 海 外 石 油 産 業 の 動 向 に 関 す る 調 査 や 、 国 際 会 議 ・ 海 外

長 期 出 張 員 事 務 所 を 通 し ユ ー ザ ー ニ ー ズ を 的 確 に 捉 え た 専 門 性 を 活 か

し た 調 査 研 究 を 実 施 し た 。  

 

１．  情報収集提供関連  

（ １ ） 石 油情 報 の収 集 及 び 提供  

  海 外 の 石 油 技 術 、 石 油 政 策 、 需 給 動 向 及 び 環 境 安 全 情 報 を 中 心 に 、

石 油 産 業 の 情 報 収 集 及 び 、 関 係 者 へ の 情 報 提 供 を 行 っ た 。  

 

①  石 油・エ ネ ル ギ ー に 関 す る 幅 広 い 海 外 最 新 情 報 を 海 外 専 門 誌 や イ ン

タ ー ネ ッ ト な ど か ら 収 集・分 析 し 、定 期 的（ 毎 日 ）に 速 報 と し て 提

供 し た 。ま た 、世 界 の 製 油 所 関 連 情 報 に 関 す る 調 査 結 果 を 毎 月 レ ポ

ー ト に ま と め て 提 供 し た 。  

配 信 期 間 ： ２ ０ １ ９ 年 １ ０ 月 １ １ 日 ～ ２ ０ ２ ０ 年 ３ 月 ２ ７ 日  

配 信 日 数 ： １ ０ ３ 日  

配 信 件 数 ： １ ， ３ ２ ９ 件  

 

②  我 が 国 へ の 影 響 度 が 大 き い 欧 州 、米 国 及 び 中 国 に 石 油 産 業 で の 現 場

経 験 が 豊 富 な 長 期 出 張 員 を 派 遣 し 、政 府 機 関 、石 油 企 業 、関 連 団 体

等 と 直 接 接 触 し 、 現 地 情 報 の 収 集 に 努 め た 。  

そ の 結 果 に つ い て は 、毎 月「 月 次 調 査 報 告 書 」と し て ま と め 、各 関

係 先 へ 情 報 提 供 し て き た 。  

 

③  欧 州 、米 国 及 び 中 国 の 現 地 で の 情 報 収 集 に 加 え 、中 国・韓 国 や 欧 州

（ Ｃ Ｏ Ｎ Ｃ Ａ Ｗ Ｅ：欧 州 石 油 環 境 保 全 連 盟 ）と は 、関 連 石 油 会 社 や

関 連 機 関 と 石 油 及 び 環 境 に 関 す る 技 術 交 流 を 行 い 、最 新 動 向 を 収 集

し た 。ま た 、米 国 に お い て も 、政 府 関 係 機 関 や 石 油 業 界 団 体 と の 会

議 を 持 ち 、 最 新 の 政 策 ・ 業 界 動 向 に つ い て 情 報 収 集 を 行 っ た 。  
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【 会 議 実 績 】  

第 １ ２ 回 日 中 韓 石 油 技 術 会 議  

日 時 ： ２ ０ １ ９ 年 １ １ 月 １ １ 日 ～ １ １ 月 １ ４ 日  

場 所 ： ソ ウ ル 市  

出 席 者 ： ・ 韓 国 ‐ 韓 国 石 油 管 理 院  理 事 長  他  

      ・ 中 国 ‐ 中 国 石 油 学 会  副 会 長 、 中 石 化 石 油 化 工 科 学  

          研 究 院  院 士 他  

      ・ 日 本 ‐ ト ヨ タ 自 動 車 、 Ｊ Ｘ Ｔ Ｇ エ ネ ル ギ ー 、 Ｊ Ｐ Ｅ Ｃ  

 

第 １ ０ 回 日 欧 石 油 技 術 会 議  

日 時 ： ２ ０ ２ ０ 年 ２ 月 １ ３ 日  

場 所 ： Ｊ Ｐ Ｅ Ｃ 本 部  

出 席 者 ： Ｃ Ｏ Ｎ Ｃ Ａ Ｗ Ｅ 、 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 石 油 精 製 備 蓄 課 、  

民 間 関 連 企 業  

 

第 ４ 回 日 米 合 同 連 絡 会 議  

日 時 ： ２ ０ ２ ０ 年 １ 月 ２ ２ 日 ～ ２ ９ 日  

場 所 ： ワ シ ン ト ン Ｄ Ｃ 他  

  訪 問 先 ： ・ ア メ リ カ 燃 料 石 油 化 学 製 造 者 協 会 （ Ａ Ｆ Ｐ Ｍ ）  

      ・ ア メ リ カ 石 油 協 会 （ Ａ Ｐ Ｉ ）  

      ・ 米 国 農 務 省 （ Ｕ Ｓ Ｄ Ａ ）  

      ・ 米 国 エ ネ ル ギ ー 省 （ Ｄ Ｏ Ｅ ）  

      ・ 米 エ ネ ル ギ ー 情 報 局 （ Ｅ Ｉ Ａ ） 等  

 

④  上 記 活 動 を 通 し て 収 集 し た 最 新 情 報 を 、系 統 的 に 石 油 関 連 デ ー タ ベ

ー ス を 構 築・管 理 し 、検 索 シ ス テ ム の 充 実 等 に よ り 効 率 的 に 情 報 を

活 用 で き る 仕 組 み を 提 供 し た 。  

  

（ ２ ） Ｊ ＰＥ Ｃ フォ ー ラ ム 等の 開 催  

 当 セ ン タ ー が 実 施 す る 石 油 に 関 す る 技 術 開 発 及 び 各 種 調 査 研 究 に つ

い て は 、 Ｊ Ｐ Ｅ Ｃ フ ォ ー ラ ム 等 を 開 催 し 、 活 動 を 通 し て 得 ら れ た 情 報

や 開 発 技 術 を 広 く 一 般 に 周 知 す る と 共 に 、 事 業 推 進 に 資 す る 意 見 を 吸

い 上 げ 、 事 業 活 動 へ の フ ィ ー ド バ ッ ク を 図 っ た 。 ま た 、 機 関 誌 （ Ｊ Ｐ

Ｅ Ｃ  Ｎ ｅ ｗ ｓ ） や ホ ー ム ペ ー ジ に よ る 情 報 提 供 も 行 っ た 。  
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２．石油動向調査関連  

（ １ ） 環 境規 制 や品 質 規 制 等に 関 する 調 査  

環 境 規 制 ・ 大 気 環 境 改 善 の 推 進 に 資 す る 情 報 や 国 際 市 場 に お け る 石

油 製 品 に か か わ る 規 制 動 向 を 調 査 ・ 収 集 す る た め 、 ２ ０ １ ９ 年 度 は 以

下 の テ ー マ 領 域 を 中 心 に 調 査 を 行 っ た 。  

 

①  Ｉ Ｍ Ｏ 硫 黄 分 規 制 動 向 調 査  

ア ． Ｉ Ｍ Ｏ 海 洋 環 境 保 護 委 員 会 等 に お け る 硫 黄 分 規 制 の 検 討 動 向及

び Ｉ Ｍ Ｏ 汚 染 防 止 ・ 対 応 小 委 員 会 に お け る 規 制 検 討 動 向 に つ い

て の 調 査  

イ ． 海 外 各 国 の エ ン フ ォ ー ス メ ン ト 動 向 や 海 外 船 舶 ・ 石 油 業 界 の規

制 対 応 動 向 調 査 （ 船 舶 燃 料 の 需 給 動 向 調 査 も 含 む ）  

ウ ． Ｉ Ｓ Ｏ 改 定 Ｗ Ｇ で の 品 質 規 格 改 定 状 況 の 調 査  

 

②  Ｇ Ｈ Ｇ 排 出 量 削 減 策 に 関 す る 調 査  

ア ． Ｇ Ｈ Ｇ 排 出 量 削 減 効 果 が 期 待 さ れ る 次 世 代 液 体 燃 料 （ バ イ オ 燃   

料 、 ｅ － Ｆ ｕ ｅ ｌ 等 ） の 製 造 ス キ ー ム や 将 来 見 通 し の 調 査  

イ ． 運 輸 分 野 に お け る 、 脱 炭 素 化 に 向 け た 国 際 機 関 ・ 政 府 の 規 制動  

向 に 対 す る 国 内 外 の 石 油 産 業 の 対 応 に つ い て の 調 査  

ウ ．日 本 に お け る 既 存 製 油 所 の 精 製 段 階（ 原 油 荷 揚 げ か ら 製 品 出 荷） 

で の Ｃ Ｏ ２ 削 減 策  

 

（ ２ ） 国 際競 争 力強 化 に 関 する 調 査  

我 が 国 の 石 油 産 業 が 、事 業 環 境 の 変 化 や パ ラ ダ イ ム シ フ ト に 対 応 し 、

国 内 外 の 市 場 に お け る 国 際 競 争 力 を 強 化 し て い く た め 、２ ０ １ ９ 年 度

は 以 下 の テ ー マ 領 域 を 中 心 に 調 査 を 行 っ た 。  

 

①  将 来 的 な 需 要 構 造 変 化 に 向 け た 新 規 石 油 精 製 技 術 の 導 入 可 能 性   

に 係 る 調 査  

ア ．原 油 や シ ェ ー ル と い っ た 原 料 の 多 様 化 に 伴 う 石 油 化 学 製 品 の 需

給 動 向 調 査  

イ ．将 来 の 国 内 外 に お け る 需 要 構 造 変 化 に 向 け た 国 内 製 油 所 の 石 化

シ フ ト の 可 能 性 に 関 す る 調 査  

 

②  稼 働 信 頼 性 向 上 の た め の 技 術 動 向 調 査  

ア ．不 稼 働 日 数 の 低 減 、計 画 外 停 止 の 削 減 に 向 け た 技 術 課 題 の 調 査  
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イ ．Ａ Ｉ 技 術 を 活 用 し 、国 内 製 油 所 の 事 故・安 全 情 報 提 供 を 推 進 す

る 上 で の 課 題 調 査  

 

③  デ ジ タ ル 技 術 の 活 用 を ベ ー ス と す る ス マ ー ト ・ リ フ ァ イ ナ リ ー

構 築 に 関 す る 技 術 動 向 調 査  

ア ．重 質 油 処 理 プ ロ セ ス の 高 度 な 操 作 を 支 援 し 、常 時 最 適 化 を 実 現

す る た め に 必 要 と さ れ る 要 素 技 術 に 関 す る 調 査  

イ ． ス マ ー ト ・ リ フ ァ イ ナ リ ー の た め の 技 術 に 関 す る 検 討  

 

（ ３ ）エ ネル ギ ー 有効 利 用 と 大気 環 境を 考 慮 し た燃 料 性状 の あ り 方基

礎 調 査  

当 事 業 で は 、 ハ イ ブ リ ッ ド 車 や 電 気 自 動 車 の 普 及 等 に よ る 燃 料 需要  

の 変 化 及 び 分 解 系 燃 料 基 材 の 利 用 増 加 等 を 見 据 え て 、 エ ネ ル ギ ー の 有  

効 利 用 と 大 気 環 境 の バ ラ ン ス の 観 点 か ら 、 ガ ソ リ ン 及 び 軽 油 の 各 燃 料  

性 状 と Ｐ Ｍ 及 び Ｐ Ｎ と の 関 係 を 調 査 し た 。  

あ わ せ て 今 後 の 自 動 車 用 燃 料 の あ り 方 に つ い て 検 討 を 行 う 上 で の  

基 礎 資 料 と す る こ と を 目 的 と し て 調 査 を 実 施 し た 。  

 

①   燃 料 性 状 と Ｐ Ｍ 及 び Ｐ Ｎ と の 関 係 整 理  

②   エ ネ ル ギ ー の 有 効 利 用 と 大 気 環 境 の バ ラ ン ス を 考 慮 し た 燃 料  

性 状 の あ り 方 の 提 案  

③  Ｐ Ｍ 及 び Ｐ Ｎ 排 出 を 加 味 し た 認 証 用 燃 料 及 び 市 場 燃 料 の 考 え 方  

 

 

Ⅳ．一般研究他（ 同その他の主要な事業）  

①  当 セ ン タ ー に お い て 実 施 し た 製 造 技 術 開 発 事 業 に つ い て 、一 般 研 究  

事 業 を 継 続 し た 。  

②  ぺ ト ロ ト リ オ ミ ク ス 基 盤 技 術 を 活 用 し た 一 般 受 託 事 業 と し て 、５ 法

人 か ら 分 析 業 務 を 受 託 し た 。  
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Ⅴ．総務関連事項  

１．事業の適正な執行の確保その他事項  

①  事業の適正な執行の確保のため、コンプライアンスの周知徹底に向

けた各種研修を定期的に実施した。また、当センターにおけるコン

プライアンスに係る体制や施策を検証するとともに、監事及び関係

機関に、更なる改善に向けた助言を求めるなどの内部統制の維持改

善に向けた取り組みを積極的に実施した。  

②  安定的な財団運営に向け、財務体質の強化を図るため、本部事務所

を１フロアに集約することとし、そのための関連工事を行った。  

③  新型コロナウィルスの感染が拡大するに伴い、テレワークを推進す

るため通信機器等の調達、通信回線拡充などのネットワークの整備

等を本年３月より開始した。  

 

２．主要会議等の開催状況  

２ ０ １ ９ 年 ４ 月 か ら ２ ０ ２ ０ 年 ３ 月 ま で に 開 催 さ れ た 主 要 な 会

議、委員会等は以下のとおり。  

 

２０１９年  

５月  ８日（水）２０１９年度ＪＰＥＣフォーラム  

         ・成果報告および事業推進のための意見交換  

５月３０日（木）第１回自動車・燃料企画小委員会  

         ・２０１９年度事業計画の報告・審議・調整  

６月  ７日（金）第６７回通常理事会  

         ・平成３０年度事業報告、決算承認ほか  

６月１８日（火）第１回船舶・燃料合同委員会  

        （専門委員会・企画小委員会）  

         ・２０１９年度事業計画の報告・審議・調整  

６月１９日（水）第１回自動車・燃料専門委員会  

・２０１９年度事業計画の報告・審議  

６月２５日（火）第６３回定時評議員会  

        ・平成３０年度決算承認、役員及び評議員の  

選任ほか  

７月  １日（月）第１回船舶・自動車及び燃料研究委員会  

         ・２０１９年度事業計画の報告・審議  

７月  ９日（火）２０１９年度第１回国内規制適正化検討委員会  
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          ・第 1 四半期進捗状況報告及び審議  

８月  ５日（月）第１回ペトロリオミクス研究・技術開発委員会  

         ・２０１９年度主要テーマ進捗状況の報告・  

討議  

８月  ８日（木）第１回非在来型原油成分分析研究会  

         ・２０１９年度計画の報告・討議  

８月２６日（月）第１回「革新的石油精製技術のシーズ発掘」  

採択・評価会議  

・２０１９年度研究内容の発表  

９月  ４日（水）第１回事業推進連携会議  

         ・高効率石油精製支援事業進捗報告・討議  

１０月  １日（火）第２回自動車・燃料企画小委員会  

          ・２０１９年度事業進捗状況の報告・討議  

１０月  ７日（月）第２回船舶・燃料合同委員会  

        （専門委員会・企画小委員会）  

         ・２０１９年度事業進捗状況の報告・審議・  

調整  

１０月  ８日（火）第２回自動車・燃料専門委員会  

         ・２０１９年度事業進捗状況の報告・審議  

１０月  ９日（水）第１回戦略企画研究会  

          ・２０１９年度事業の進捗状況と見通し  

１０月１１日（金）第２回船舶・自動車及び燃料研究委員会  

          ・２０１９年度事業進捗状況の報告・討議  

１０月２４日（木）第１回技術開発推進会議  

         ・２０１９年度事業の進捗状況と見通し  

１０月３１日（水）第１回情報収集調査研究会  

          ・２０１９年度調査事業計画説明・討議  

１１月１１日（月）～１１月１４日（木）  

第１２回日中韓石油技術会議（韓国・ソウル）  

・石油精製技術、燃料品質、代替燃料と次世代

車両、に関する日中韓での情報交換  

１１月１２日（火）第２回非在来型原油成分分析研究会  

          ・２０１９年度進捗確報告認及び討議  

１１月２９日（金）第２回ペトロリオミクス研究・技術開発委員会  

          ・２０１９年度事業進捗状況の報告・討議  
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１２月  ３日（火）第２回情報収集調査研究会  

          ・２０１９年度事業進捗状況の報告・討議  

１２月２６日（木）第３回自動車・燃料企画小委員会  

          ・２０１９年度事業進捗の報告・討議・調整  

 

２０２０年  

１月１０日（金）第２回国内規制適正化検討委員会  

        ・保安監督者兼任についての審議と遠隔監視の

条文化・リスクアセスメントによる設備構成

見直しの報告  

１月１４日（火）第３回自動車・燃料専門委員会  

         ・２０１９年度事業進捗状況の報告・審議  

１月２２日（水）～２９日（水）  

        第４回日米合同連絡会議  

         ・米国石油・エネルギー関連情報収集  

１月２９日（水）第２回「革新的石油精製技術のシーズ発掘」  

採択・評価会議  

 ・２０１９年度発掘成果の評価  

２月  ３日（月）第３回船舶・燃料合同委員会  

        （専門委員会・企画小委員会）  

         ・Ｊ－ＭＡＰ成果発表会資料の報告・討議  

２月  ７日（金）第４回自動車・燃料企画小委員会  

         ・Ｊ－ＭＡＰ成果発表会資料の報告・討議  

２月１２日（水）第４回自動車・燃料専門委員会  

         ・Ｊ－ＭＡＰ成果発表会資料の報告・討議  

２月１３日（木）第１０回日欧石油技術会議  

         ・石油精製技術、燃料品質、環境対策分野に  

 関する日欧での情報交換  

２月２６日（水）第３回船舶・自動車及び燃料研究委員会  

（書面開催） 

         ・Ｊ－ＭＡＰ成果発表会資料の報告・討議  

２月２７日（木）第３回ペトロリオミクス研究・技術開発委員会  

         ・主要テーマ進捗結果の報告・討議  

２月２８日（金）第２回戦略企画研究会  

         ・主要技術開発事業に関する報告等  
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３月  ６日（金）第２回事業推進連携会議（書面開催）  

         ・２０１９年度実施結果の報告・討議  

３月  ６日（金）第３回情報収集調査研究会（書面開催）  

         ・調査結果に関する意見交換  

３月１０日（火）第１回技術企画委員会兼第２回技術開発推進会議

（書面開催）  

          ・２０１９年度技術開発事業成果報告等  

３月１２日（木）第４１回企画運営委員会（書面開催）  

          ・２０２０年度事業計画等報告  

３月１６日（月）第６８回通常理事会（書面開催）  

          ・２０２０年度事業計画等報告  

３月３０日（月）第３回国内規制適正化検討委員会  

          ・主要３テーマの今年度進捗内容報告及び結果

審議  
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３．役員、評議員の異動  

  ２０１９年４月から２０２０年３月までの役員、評議員の異動は  

以下のとおり。  

 

  理事の異動  

２０１９年６月２５日付け  

  退任   松広  格、阿部  真  

  就任   前澤  浩士  

 

評議員の異動  

２０１９年６月２５日付け  

   退任   小林  総一、成田  克史、渡辺  宏、猪股  淳、  

       志村  光則、嘉堂  亮一、萩平  博文、山田  宗慶、 

辰巳  敬、小川  芳樹、江口  浩一  

就任   平野  敦彦、竹田  純子、岩本  巧、紺野  哲哉、  

田中  広樹、川口  修、阿尻  雅文、鈴木  和彦、  

松方  正彦、三宅  淳巳  

 

 

 

４．賛助会員の異動  

  ２ ０ １ ９ 年４ 月 から ２ ０ ２ ０ 年 ３ 月ま で の 賛 助会 員 の異 動 は以

下のとおり。  

 

  賛助会員の異動  

     入会   日本エア・リキード株式会社  

         神鋼商事株式会社  

          

          

     退会   株式会社堀場製作所  

古河電気工業株式会社  

        



 

 

18 

 

５．賛助会員名簿           
（２０２０年３月現在４９法人・団体） 

 

（石  油）  

出 光 興 産 株 式 会 社 

鹿 島 石 油 株 式 会 社 

コ ス モ 石 油 株 式 会 社 

Ｊ Ｘ Ｔ Ｇ エ ネ ル ギ ー 株 式 会 社 

一 般 社 団 法 人 潤 滑 油 協 会 

昭 和 シ ェ ル 石 油 株 式 会 社 

昭 和 四 日 市 石 油 株 式 会 社 

西 部 石 油 株 式 会 社 

公 益 社 団 法 人 石 油 学 会 

石 油 連 盟 

太 陽 石 油 株 式 会 社 

東 亜 石 油 株 式 会 社 

富 士 石 油 株 式 会 社 

 

（化  学）  

大 陽 日 酸 株 式 会 社 

日  揮  触  媒  化  成  株  式  会  社 

日 本 ケ ッ チ ェ ン 株 式 会 社 

日 本 エ ア ・ リ キ ー ド 株 式 会 社 

 

（電気機器）  

ア ズ ビ ル 株 式 会 社 

富 士 通 株 式 会 社 

株 式 会 社 明 電 舎 

 

 

 

（機  械）  

一 般 財 団 法 人 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 協 会 

株 式 会 社 小 松 製 作 所 

サ ム テ ッ ク 株 式 会 社 

株 式 会 社 タ ツ ノ 

千 代 田 化 工 建 設 株 式 会 社 

東洋エンジニアリ ング株式会 社 

日揮ホールディン グス 株式会社 

三 浦 工 業 株 式 会 社 

三 菱 化 工 機 株 式 会 社 

 

（輸送用機器）  

株 式 会 社 Ｉ Ｈ Ｉ 

川 崎 重 工 業 株 式 会 社 

一般社団法人日本 自動車工 業会 

東 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 

 

（銀行・保険業）  

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 

 

（商社・情報処理・研究所）  

岩 谷 産 業 株 式 会 社 

神 鋼 商 事 株 式 会 社 

株 式 会 社 巴 商 会 
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ＮＥＣネクサソリューションズ株式会社 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データＣＣＳ 

一般財団法人金属系材料研究開発センター  

一般財団法人石油開発情報センター 

Ｊ Ｘ リ サ ー チ 株 式 会 社 

一般社団法人水素供給利用技術協会 

一般財団法人日本エネルギー経済研究所 

株 式 会 社 石 油 産 業 技 術 研 究 所 

一 般 財 団 法 人 日 本 自 動 車 研 究 所 
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６．委員会機構              （ ２ ０ ２ ０ 年 ３ 月 現 在 ）  

 

 

評議員会

企画運営委員会

理　事　会
技術企画委員会

自動車・燃料企画小委員会 船舶・燃料専門委員会

技術開発推進会議
理事長

事務局
専務理事

常務理事

ﾍﾟﾄﾛﾘｵﾐｸｽ研究・技術開発委員会
常勤理事

船舶・自動車及び燃料研究委員会 自動車・燃料専門委員会

テーマ採択会議
（革新的石油精製技術のシーズ発掘）

船舶・燃料企画小委員会

国内規制適正化検討委員会

水素インフラ規格基準委員会

（事業実施に係る委員会）
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７．事務局機構               （ ２ ０ ２ ０ 年 ３ 月 現 在 ）  

　　　　　　　　　　　　９名

　　　　　　　　　　　１３名

　　　　　　　　　１０名

　　　　　　　　　　２４名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４名（所長、副所長を含む）

（備考）役職員数１０３名：役員３名、職員１００名（派遣・契約職員含む）

注）網掛けは、本部（東京都港区芝公園）に所在している部署を示す。

試　験　分　析 室

（５名）

ペトロリオミクス研究室

（１９名）

（８名）

石油基盤技術研究所

研 究 推 進 室

（７名）

燃 料 油 研 究 室

（１１名）

水素利用推進室　

常  務  理  事
（１名）

米国長期出張員事務所

常  勤  理  事
（１名）

中国長期出張員事務所

（１名）

技 術 企 画 部

ペトロリオミクス事業
推進チーム

 自動車・新燃料部

専  務  理  事

欧州長期出張員事務所

総    務    部

理　　事　　長

調 査 情 報 部

 


